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内閣官房孤独・孤⽴対策担当室

孤独・孤⽴対策に関する政府の取組
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〇⼀般的に、「孤独」はひとりぼっちである精神的な状態を指し、 寂しいことという感情を
含めて⽤いられることがある。

〇⼀⽅、「孤⽴」はつながりや助けのない状態を指す。

孤独・孤⽴について

辞書の定義 外国や先⾏研究等における捉え⽅ 主な⽀援対象（イメージ）

孤独 【広辞苑】
仲間のないこと。 ひとりぼっち。
「〜感」

【⼤辞林】
仲間や⾝寄りがなく、 ひとりぼっ
ちであること。思うことを語った
り、⼼を通い合わせたりする⼈が
⼀⼈もなく寂しいこと。また、そ
のさま。「孤独な⽣活」「天涯孤
独」

【英国政府における「孤独」の定義】
「仲間づきあいの⽋如あるいは喪失に
よる、主観的な好ましからさる感情で
あり、本⼈の置かれた社会的関係性の
量及び質にずれがある時に⽣じる」こ
ととされている。

※孤独問題の担当国務⼤⾂は、
Minister for Loneliness

不安や悩み、寂しさを抱え
ている⼈
→相談体制の確⽴や課題解

決に向けた⽀援を推進

孤⽴ 【広辞苑】
他とかけはなれてそれだけである
こと。ただひとりで助けのないこ
と。「仲間から〜する」「〜化」

【⼤辞林】
１ ⼀つまたは⼀⼈だけ他から離

れて、つながりや助けのないこ
と。「敵に包囲されて孤⽴す
る」「孤⽴無援」

２ 対⽴するものがないこと。
「孤⽴義務」

【先⾏研究】
地域活動への参加や家族、 友⼈等と
の会話の頻度等で測られている。

【⽣活困窮者⾃⽴⽀援法】
経済的困窮の背景として「地域社会か
らの孤⽴」が位置づけられるなど、各
種政策で対象とする⽣活課題として捉
えられはじめている。
※英語では、Isolation

地域や社会とのつながりが
少ない⼈
→住⺠同⼠が⽀え合う地域

づくりや多様な社会参加
を進める包括的な⽀援体
制の整備などを推進。

２



孤独・孤⽴を防ぎ、不安に寄り添い、つながるための緊急フォーラム（令和３年２⽉25⽇）

＜出席者＞
池⽥ 昌弘 NPO法⼈全国コミュニティライフサポートセンター理事⻑
⼤空 幸星 NPO法⼈あなたのいばしょ代表
奥⽥ 知志 NPO法⼈抱樸理事⻑
栗林 知絵⼦ NPO法⼈豊島⼦どもＷＡＫＵＷＡＫＵネットワーク理事⻑
清⽔ 康之 NPO法⼈⾃殺対策⽀援センターライフリンク代表
橘 ジュン NPO法⼈BONDプロジェクト代表
中川 翔⼦ 歌⼿・タレント
服部 幸應 学校法⼈服部学園理事⻑
湯浅 誠 NPO法⼈全国こども⾷堂⽀援センター・むすびえ理事⻑
⽶⼭ 広明 ⼀般社団法⼈全国フードバンク推進協議会事務局⻑

＜主な意⾒＞
• 感染予防の観点から通いの場の多くが⾃粛した結果、⾼齢者等の孤⽴が地域の課題になった。こうした中、⽣活⽀援コーディネーターや集落

⽀援員等の専⾨職が、住⺠の活動に寄り添い、地域の安⼼感づくりを⽀えている。その経験は、地域共⽣社会の実現に向けた地域づくりや参
加⽀援等に必ずつながっていくと思う。

• チャット相談窓⼝の利⽤⼈数が若い⼈を中⼼に常に増え続けており、相談者に共通して孤独の問題がある。
• 孤独は、社会的孤⽴とは全く違う主観的であるため、まずはしっかり定義を定めた上で、エビデンスに基づいた、問題の源流にアプローチす

る予防的政策を⾏うことが必要。
• 誰かに頼ることは悪くないということを、SNSも活⽤して温かいメッセージとして国⺠にしっかりと発信をしてほしい。
• ホームレスや困窮者においては、経済的困窮のみならず社会的な孤⽴の問題が⾮常に⼤きい。この２つを同時に解決するため、問題解決型の

⽀援と伴⾛型の⽀援をうまく組み合わせることが重要。
• 住居がないと⼈との絆が結べず、社会的な信⽤も得られないため、社会的な孤⽴の防⽌のためには、居住⽀援が⾮常に重要となる。
• コロナで⼤変な家庭もある⼀⽅で、年⾦をもらって、地域で元気で、家にいて⼒が余っている⼈たちは結構いる。そういった⼈たちが、孤⽴

している⼦供たちにアウトリーチする仕組みを広げていくことによって、地域内のネットワークが出来ていくと思う。
• 対⾯、電話、ネット等、どの相談窓⼝にたどり着いても、必要とする様々な⽀援につながっていくような、⾔わば医療における救急外来の役

割を担う「命を⽀えるための相談窓⼝」を全国に作ることを提案したい。

３

様々な⽀援の存在を周知するとともに、感染防⽌に配慮した形でつながりの活動を展開することが⼤切である
ことや、悩んでいる⽅に向けて、様々な⽀援策があり、悩みを相談してほしいことなどをメッセージとして発
出することを⽬的として、菅総理主催により開催。



＜主な意⾒（続き）＞
• 厚労省の若年被害⼥性等⽀援モデル事業について、実施している都道府県がまだ少なく、若い⼥性を⽀援出来る団体が少ないことが課題。都

道府県に積極的に働きかけるとともに、困難を抱える若年⼥性⽀援に取り組もうとする⺠間団体や⾃治体等を集めて情報共有のイベントを実
施するなど、つながり作りや、⽀援者の育成に⼒を⼊れてほしい。

• コロナ以降、⼦供たちの悩みがどんどん多様化している中、SNSで世界とつながることの⼤切さを感じている。⼦供たちであっても、⼤⼈で
あっても、独り⾔でもいいから好きなことを書く場所が必要なのではないかと思う。

• 欧⽶でも核家族化が進んでいるが、週に⼀度は、両親または祖⽗⺟のところに集まろうという動きが起こっている。祖⽗⺟と孫が出会うと、
気遣いが⽣まれて、相⼿に対する思いやりが⽣まれる。これが⽇本には今随分⽋落してきているのではないか。

• ⺠間の取組は⾏政のサービスのように規格化されていないものの、⾏政では取り扱いにくい領域に対して、予防的かつ⾯的に関わることが出
来ているという意味で、官⺠は相互補完的な関係に⽴てるのではないか。

• ⺠間をイコールパートナーとして認めつつ、政府は全体を推進するコーディネーターの役割を果たしてほしい。

• これまで貧困とは無縁で、普通に⽣活してきた世帯や⼤学⽣までもが⽣活困窮に陥っている点がコロナ禍以前との違いである。
• ⽣活困窮はコロナ禍における失業や収⼊の減少など社会環境の変化による影響も⼤きいということを多くの国⺠が理解している。過去20年間

で⽇本社会は貧困に対してより寛容な考え⽅を持つようになり、確実に共助の⼒も強くなり続けていると考えている。
• ⽇本のフードバンクの取扱量は、アメリカと⽐べると、およそ2,000倍の開きがあり、少なくとも現状の25倍程度まで⾷品の取扱量を増やす

必要があると考えている。⾷品の保管、運搬、配布能⼒を強化するため、より⼀層の政策的⽀援が必要。

４

孤独・孤⽴を防ぎ、不安に寄り添い、つながるための緊急フォーラム（令和３年２⽉25⽇）























困難を抱えた⼈たちの⽀援者との⾞座（令和３年10⽉12⽇）

＜出席者＞
⾚⽯ 千⾐⼦ 認定NPO法⼈しんぐるまざあず・ふぉーらむ理事⻑
今村 久美 認定NPO法⼈カタリバ代表理事
⼤空 幸星 NPO法⼈あなたのいばしょ代表
近藤 博⼦ 気まぐれ⼋百屋だんだん店主
湯浅 誠 認定NPO法⼈こども⾷堂⽀援センター・むすびえ理事⻑

＜主な意⾒＞
• シングルマザーを対象に新型コロナの影響について調査を⾏った結果、７割が⼤きな影響があったと答えている。特に⾮正規労働者の労働時

間の減少が⼤きい。家賃を払うためには⾷事を減らすしかなく、⼦供の体重が減ったという声が増えている。⾮正規への協⼒⾦には⾮常に期
待している。

• シングルマザーの３割はパソコンを持っていない。IT化に乗り遅れる⼈にじっくり教えてあげるような⽀援があると、多くの⼈が社会で活躍
出来るようになると思う。

• コロナ禍で不登校が増加している。ひとり親世帯の⼦供が不登校になると、保護者が⼦供に割く時間が多く求められるため、就業困難な状況
に陥りがちになり、ストレスによるネグレクトや虐待にもつながる。オンラインの活⽤により、地⽅の不登校の⼦供にも教育⽀援が可能とな
る。こども庁、孤⽴・孤独対策には⼤変期待しており、これまでの⽀援の情報等を共有したい。

• 学校で把握している情報をうまくデイリーで拾えるようにして、⽀援につなげることが出来れば、⾮常に効果的だと思う。
• チャット相談の件数が急増している。⾃ら命を絶ちたい、虐待を受けているという相談も増加。セーフティーネットの強化等の対症療法的な

対応は必要だが、孤独・孤⽴対策は本来予防的なもの。何をすれば孤独・孤⽴が減っていくのか、エビデンスに基づく効果検証が必要。ス
ティグマをなくすため、基本法のようなもので理念を深化させて社会に深く根差すようにしてほしい。

• スティグマをなくすためには、誰かに頼ることは恥ずかしいことでも負けでもない、という空気感を社会全体で作っていくことが必要。官⺠
連携のプラットフォームを作って、空気感を作るプロジェクトを実施すること、義務教育課程で、SOSの出し⽅を教えるカリキュラムを作る
ことを提案したい。

• こども⾷堂で⼦供たちと関わるにつれて、保護者の⽅々にも複雑で、深い問題が沢⼭あることに気づいた。ひとり親の⽅々は⾮常に⼤変な思
いをしながら⼦育てをしている。ひとり親の問題には古くから⽇本の根底に流れているジェンダーの問題も深くかかわっているのではないか。

• こども⾷堂は全国に5000あるが、そのうち７割がお弁当を作って渡している。最近は、こども⾷堂の活動に⾃治会やお寺、コンビニも参⼊し
ている。⾃治会やお寺は組織数がかなりあるので、彼らが出来る範囲で取り組めばだいぶ違ってくるのではないか。

• ⺠間は個⼈情報を持っていないため、所得等の情報から厳しい家庭を把握出来る⾏政と連携してアウトリーチを⾏うことが重要。良い⾃治体
の例を取り上げて、横展開するという政府の役割は⼤きい。
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岸⽥総理及び野⽥⼤⾂が、都内のこども⾷堂（⼀般社団法⼈ともしびａｔだんだん）の視察を⾏った後、現地
で開催。



















孤独・孤⽴対策に取り組むＮＰＯ等への主な⽀援策

省庁 事業名 ⾦額
厚⽣労働省 地域⾃殺対策強化交付⾦

【ＮＰＯ等が⾏う⾃殺防⽌対策（電話・ＳＮＳを通じた相談等）の強化】
38.3億円の内数

農林⽔産省 フードバンク活動の推進事業
【⼦ども⾷堂等の団体に⾷品提供を⾏うフードバンクの⾷品提供に係る補助の拡充】

1.1億円

農林⽔産省 地域での⾷育の推進
【共⾷の場の提供として、⼦ども⾷堂等への⽀援について⽀援対象を拡充】

28億円の内数

内閣府 地域⼦供の未来応援交付⾦（つながりの場づくり⽀援事業）
【ＮＰＯ等が⾏う⼦供の居場所づくりに係る地⽅⾃治体への予算の拡充】

13.6億円

内閣府 地域⼥性活躍推進交付⾦（つながりサポート型）
【地⽅⾃治体がＮＰＯ等の知⾒を活⽤して⾏う、不安や困難を抱える⼥性に寄り添った相談⽀援等への
予算の拡充】

11.6億円の内数

国⼟交通省 居住⽀援協議会等活動⽀援事業
【ＮＰＯ等が実施する住宅確保要配慮者に対する⽀援活動への補助の拡充】

14億円の内数

法務省 刑務所出所者等の就労・住居・相談先の確保等の社会復帰⽀援の推進
【刑務所出所者等の就労・住居・相談⽀援の充実・強化】

70.6億円の内数

消費者庁 消費者団体による消費者被害の防⽌・回復促進事業等【新規】
【孤独・孤⽴した消費者を狙った不当⾏為に対し、NPOがSNS等を活⽤した被害相談等を実施】

0.8億円
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経済財政運営と改⾰の基本⽅針2021 （令和３年６⽉18⽇閣議決定）

第２章 次なる時代をリードする新たな成⻑の源泉 〜４つの原動⼒と基盤づくり〜
５．４つの原動⼒を⽀える基盤づくり

（４）セーフティネット強化、孤独・孤⽴対策等

（孤独・孤⽴対策）
孤独・孤⽴対策については、電話・ＳＮＳ相談の24 時間対応の推進や⼈材育成等の⽀援、居場所の確保、アウトリー

チ型⽀援体制の構築、⽀援情報が網羅されたポータルサイトの構築、タイムリーな情報発信、いわゆる「社会的処⽅」
の活⽤、⽀援を求める声を上げやすい社会の構築、孤独・孤⽴の実態把握の全国調査とＰＤＣＡの取組を推進する。こ
れらを含め、関連する分野・施策との連携に留意しつつ、孤独・孤⽴対策の重点計画を年内に取りまとめ、安定的・継
続的に⽀援する。特に、孤独・孤⽴対策に取り組むＮＰＯ等の活動へのきめ細かな⽀援や政策⽴案に当たってのＮＰＯ
等との対話を推進する。また、ひきこもり⽀援について、現状の⽀援施策を再点検した上で、当事者や家族の視点に
⽴って、ひきこもりに⾄った要因と将来も考慮した息の⻑い⽀援の実施、良質な⽀援者の育成と⽀援⼿法の開発等の取
組を推進する。こうした官・⺠・ＮＰＯ等の取組の連携強化の観点から、各種相談⽀援機関、ＮＰＯ等の連携の基盤と
なるプラットフォームの形成を⽀援し、⼈と⼈とのつながりを実感できる地域づくりや社会全体の気運醸成を図りつつ、
官⺠⼀体で取組を推進する。
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１ 孤独・孤⽴対策の現状

２ 孤独・孤⽴対策の基本理念等

３ 孤独・孤⽴対策の基本⽅針
（１）孤独・孤⽴に陥っても⽀援を求める声をあげやすい社会とする
（２）状況に合わせた切れ⽬のない相談⽀援につなげる
（３）⾒守り・交流の場や居場所づくりを確保し、⼈と⼈との「つながり」を実感できる地域づくりを

推進する
（４）孤独・孤⽴対策に取り組むＮＰＯ等の活動をきめ細かく⽀援し、官・⺠・NPO等の連携を強化する

４ 具体的な施策 ※各施策ごとに、現状、課題、⽬標、対策を記載
（１）について

孤独・孤⽴の実態把握、タイムリーな情報発信、スティグマ軽減に向けた取組等
（２）について

相談体制の整備、⼈材育成等の⽀援等
（３) について

居場所の確保、アウトリーチ型⽀援体制の構築、「社会的処⽅」の活⽤、
地域における包括的⽀援体制の推進等

（４）について
孤独・孤⽴対策に取り組むＮＰＯ等へのきめ細かな⽀援、ＮＰＯ等との対話の推進、
ＮＰＯ等連携の基盤となるプラットフォームの形成⽀援等

孤独・孤⽴対策の重点計画 項⽬（案）
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孤独・孤⽴対策の重点計画 今後のスケジュール

３４

１１⽉１２⽇ 孤独・孤⽴対策の重点計画に関する有識者会議(第１回）開催

（年内に全３回程度開催）

１２⽉中下旬 重点計画を決定（政府の副⼤⾂等会議）

※ 孤独・孤⽴に関するフォーラム（全１０回）で聴取した意⾒は、重点計画に反映


